











































第 4回 9. 17 山中茂樹（関西学院大学教授）「福岡調査・新潟調査の報告」
第 5回 10. 15 吉田稔（西宮市情報政策部部長）「危機管理と情報システム」
第 6回 11. 19 広原盛明（龍谷大学法学部教授）「戦後の住宅政策と災害復興」








第 8回 2. 18 能島裕介（NPO 法人 Brain Hu-
manity 理事長） 「BH と災害救援活動」





















第 4回 7. 28 大塚弘美（内閣府災害復旧・復
興担当参事官補佐・当時）
「昨今の特例措置について」
第 5回 9. 28 山中茂樹（関西学院大学教授）「福岡調査・新潟調査の報告」










第 8回 12. 21 中林一樹（首都大学東京教授）「東京の事前復興対策の取り組み」















第 2回 8. 2 山中茂樹（関西学院大学教授） 今後の棚卸し、情報・意見交換、
「公的支援を阻む論理」の論点紹介
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第 4回 10. 15 「全国自治体調査における分析その1」

















第 1回 8. 3 今後の課題、方針会議、「財務と住
まいについて」












































































































































































































に含まれる。研究所発足に先立つ 2004 年 2 月 8 日に開いたシンポジウム
















































































る 500世帯を対象に震災 10年を前にした 2004年末、生活実態調査をした。
対象世帯に、「震災前」「震災直後」「震災 10年」の三つの時期に、家族構成
がどうだったかを聞いた。すると、高齢者が増えているのは分かるが、20















避難所（待機所＝食事なし） 1,153カ所 31万 6,678人
（95. 1. 23）



































表 4 孤独死：10年で 560人
■場所別
仮設住宅内（95.3～99.12） 233人





















































































図 4 玄界島の復興青写真（第 9回全体研究会：山口憲二さん提供）

























































































































































































再 建 296件 5億 9,050万円






































































































建 物 倒 壊 6,700 4,000 2,400 9,500 6,600 12,200
津 波 2,300 2,900 8,700 3,700 11,800 12,700
火 災 600 300 100 800 500 900
斜 面 災 害 700 700 1,400 1,200 2,100 2,600
合 計 10,100 7,900 12,600 15,200 21,000 28,300
全壊建物数
（万棟）
揺 れ 17 10.9 5.4 24.7 17 30.9
液 状 化 2.6 5.1 3 5.7 8.3 9
津 波 1 1.5 4.5 1.8 5.7 6.2
斜 面 災 害 0.8 0.8 1.4 1.3 2.2 2.7
火 災 25 20.7 8.4 36.8 31.3 47.3









































































































２）2005年 3月 20日午前 10時 53分、福岡県西方沖を震源に発生したマグニチ
ュード 7.0の地震。福岡市を中心に九州一帯で死者 1人、重軽傷者 1,087人、全
壊 133戸、半壊 244戸という被害を出した。


















５）2000年 10月 6日午後 1時半、鳥取県西南部を中心に発生したマグニチュード
7.3の地震。震源地は同県西伯郡西伯町（現南部町）～日野郡溝口町付近。日野郡





６）1923（大正 12）年 9月 1日午前 11時 58分に、関東地方南部を襲った大地震。
震源は相模湾でマグニチュードは 7.9。地震直後に火災が起き、死者・行方不明
者約 14万人、家屋の全壊 12万戸、全焼約 45万戸という大被害となった。震災
恐慌と呼ばれる事態となり、朝鮮人や社会主義者の虐殺事件が起きた。
７）1995年 1月 17日午前 5時 46分、淡路島北部を震源に発生した都市直下型の
大地震。気象庁の命名は兵庫県南部地震。消防庁のデ－タでは、人的被害は直接
死 5,521人、関連死 913人の計 6,434人。行方不明 3人、負傷者 4万 3,792人。
住家被害は、全壊 10万 4,906棟（18万 6,175世帯）、半壊 14万 4,274棟（27万 4,182
世帯）、一部損壊 39万 506棟の計 63万 9,686棟に及んだ。

















１７）みなかた くまぐす、1867年 5月 18日（慶応 3年 4月 15日）－1941年 12月






２０）1990（平成 2）年 11月 17日、長崎県島原半島の中央部にそびえる雲仙普賢岳
が 1792（寛政 4）年以来、約 2百年ぶりに噴火。1996（平成 8）年に終息宣言が
























２６）2000年 3月 31日午後 1時過ぎ、有珠山西側斜面から噴火。火口に最も近かっ
た胆振支庁虻田町の避難指示が最終的に解除されたのは 2001年 6月 20日。全半
壊世帯は 533戸にのぼった。
２７）有珠山噴火災害の際に北海道が単独で実施した制度。収入が途絶えた虻田町の
被災者に生活支援金として 4人家族だと最大月額 15万円が、2000年 7月 1日か
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ら 2001年 3月末まで支給された。




２９）2001年 3月 24日午後 3時 28分、瀬戸内海の安芸灘を震源に発生したマグニ
チュード 6.4の地震。広島県河内町などで震度 6弱、呉市などで震度 5強を記録
した。この地震で死者 2人が出たほか、中四国で 260人が負傷、全半壊は約 210
棟にのぼった。
３０）鳥取県西南部に位置し（東西 20 km 南北 12.5 km、総面積 134.02平方 km）岡
山県境に接する山あいの町。鳥取県西部地震では町内全戸が被災した。山砂鉄の
採取とたたら製鉄は、明治時代に近代製鉄が台頭するまで、この地域独特の重要
な産業だった。大正 2年に根雨、日野、黒坂の 3村となり、昭和 28年根雨町、
日野村が合併。同 34年、さらに黒坂町が合併して、現在の日野町が誕生した。










































所教授、所長などを歴任した。2006年 4月 15日死去。享年 59歳。著書に『災
害と日本人 巨大地震の社会心理』（時事通信社）『災害情報論』（恒星社厚生
閣）など。
３８）朝日新聞 2002年 2月 3日付社説「もう国が出る時期だ」．
３９）関西学院大学災害復興制度研究所編『被災地恊働 第一回全国交流集会から』
関西学院大学出版会，pp 111−113.
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